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ガイドライン想定読者：企業の人材育成に関わる人

大学のカリキュラム設計責任者

• 経済のグローバル化や情報通信技術の急速な進歩により、既存のビジネスモデルの崩壊が進行する中、あるべき未

来を構想し、事業課題を創造的に解決する高度なデザインの重要性が高まっている。

• こうした中、産業界は、デザイン(D)のスキルと、ビジネス(B) 、テクノロジー(T)のスキルが結合した「高度デザイ

ン人材」を求めているが、国内においては十分な育成ができていない。

• 「高度デザイン人材」の具体像を類型化し、各人材に必要なマインドやスキル、カリキュラム等をガイドラインと

してまとめ産業界及び大学等における高度デザイン人材の育成（カリキュラム編成、授業科目開設等）を促進。

現在、デザイナーの市場ニーズは世界的に高まり続けている状況にあり、

その背景として、あらゆる製品や事業のサービス化（XaaS注1）、それによる

生活者との接点や利用文脈の多様化・複雑化がある。とくにモバイル・デジ

タルサービスの業種においては顧客体験デザインを専門とするUX注2デザイ

ナーやデジタル体験のデザインを行うインタラクションデザイナーなどの激し

い獲得争いが行われている。一方、経済産業省と特許庁が公表した『「デザ

イン経営」宣言』にも見られるようにデジタル・トランスフォーメーション注3（デ

ジタルによる変革）の進展によってデジタルやモバイルとは直接的関連のな

かった業種・領域においても、デザイナーの必要性は高まっている。しかし

これらの要望に応える人材の供給は需要に対し圧倒的に足りていない。こ

れを受け本事業では市場から求められている高度デザイン人材について、

企業内での育成や大学・大学院など教育機関での輩出を促すため国内外

でのこれら高度デザイン人材となりうる人材育成を行うカリキュラムや環境

の

１. 本事業の意義

2. ガイドライン作成の意義

分析を行い、その要点を整理分析し報告書及び各企業・教育機関で活用可

能なガイドラインとして取りまとめることにより、産業発展に寄与する人材を

輩出することを目指すものである。

高度デザイン人材はこれからのサービス化、デジタル化の進むグローバル

市場における産業発展には不可欠と想定されるが、具体的にどのようにし

て該当する人材を育成可能なのか各企業や大学では手探りの状況である。

この状況を踏まえ高度デザイン人材育成ガイドラインは、日本の企業や教

育機関における意思決定者が、これからの社会に必要な高度デザイン人材

を育成する仕組み（カリキュラムや学習リソース）や環境を創る際の手引き

として活用するために作成するものである。

1 本事業（高度デザイン人材育成の在り方に関する調査研究）の意義と狙い







研究会について4

今後「高度デザイン人材」が必要になる領域は産官学ほか多様な社会領域になると想定される。そのため、研究会委員は企業、大学、デザインエージェン

シーその他、広くデザインの活用される文脈について議論検討が可能な人材により構成する。（以下、敬称略）

研究会委員の設置
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研究会委員

岩佐 浩徳 サービスデザインネットワーク日本支部 共同代表

上田 義弘 富士通デザイン株式会社 代表取締役社長

江渡 浩一郎 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 主任研究員

田村 大 株式会社リ・パブリック 共同代表

長谷川 敦士（研究会座長） 株式会社コンセント 代表取締役社長

丸山 幸伸 株式会社日立製作所 研究開発グループ 東京社会イノベーション協創センタ 主管デザイナー

山崎 和彦 学校法人千葉工業大学 教授

鷲田 祐一 国立大学法人一橋大学 教授

事務局

三牧 純一郎 経済産業省 商務・サービスグループ クールジャパン政策課 課長（デザイン政策室 室長）

長谷川 寛晃 経済産業省 商務・サービスグループ クールジャパン政策課 総括補佐

菊地 拓哉 経済産業省 商務・サービスグループ クールジャパン政策課 課長補佐（デザイン政策室 室長補佐）

松井 洋之 経済産業省 商務・サービスグループ クールジャパン政策課 課長補佐

佐々木 葉月 経済産業省 商務・サービスグループ クールジャパン政策課 係員

⻑谷川 敦士（研究会座長を兼任） 株式会社コンセント 代表取締役社長

赤羽 太郎 株式会社コンセント サービスデザインチーム マネージャー

川原田 大地 株式会社コンセント

⻑尾 真実子 株式会社コンセント

オブザーバー

宇津木 達郎 内閣府 知的財産戦略推進事務局 参事官補佐

杉本 敏彦 内閣府 知的財産戦略推進事務局 参事官補佐

木本 直美 特許庁 審判部 第34部門 審判長

外山 雅暁 特許庁 審査第一部 意匠課 課長補佐

原川 宙 特許庁 総務部 企画調査課 意匠動向係長・活用企画係長



公開の文献情報調査においては、広く国内外のカリキュラム・プラク

ティスを収集し、多様な社会領域におけるデザイン人材活用の方針

策定に役立てていくことを目指す。

また、デザイン人材の育成についての専門知識や経験を有する有識

者へのヒアリング調査を行う。

1.公開文献情報調査&有識者ヒアリング

具体的な調査・分析の観点としては、大学・大学院を始めとした教育

機関における各領域デザイナー育成プログラムを対象として考えて

いる。

具体的に調査していく観点としては、デザイン人材育成を重視するに

至った各国の社会的背景、育成をめざす人材の備えるコンピタンス

や役割のビジョン、現状の産業や社会との連携的取り組み、今後の

課題、具体的なプログラムの内容や要点、各国のこれら課題意識や

取り組みの優先順位の差異の背景、などを想定している。

また、これら大学のプログラムとは別に産業発展に高度デザイン人

材が寄与する先行事例の分析を通して、具体的に高度デザイン人材

が活躍する領域や機会について検討していく。

2.想定する公開情報の調査範囲と観点

3.具体的な参考公開情報の収集先

米国：

・イリノイ工科大学

・MITメディア・ラボ

・カリフォルニア・カレッジ・オブ・アーツ

・パーソンズ大学

・ロードアイランドスクールオブデザイン

・サバンナ・カレッジ・オブ・アート・アンド・デザイン

・（追加候補）デルフト工科大学

・（追加候補）ハーバード大学デザインスクール

・（追加候補）MITデザインラボ

欧州：

・アールト大学 フィンランド

・ミラノ工科大学 (S) イタリア

・ロイヤル・カレッジ・オブ・アート 英国

・ウメオ（Umeå）大学 スウェーデン

日本：

・九州大学

・千葉工業大学

・武蔵野美術大学 造形構想学部

公開情報収集先選定の参考文献（抜粋）：

※AXIS(アクシス ) 2018年 10 月号 (世界のデザイン大学2018)

※The Design Journa l ,『Best Pract ices in Des ign Educat ion Leads to a

New Curr icu lum』

※BUSINESS INSIDER, 『The World’s Best Des ign Schools』

5 調査の概要

6





7 高度デザイン人材に求められる能力・論点の全体像

デザインスキル デザイン哲学

• UXデザイン
• ビジュアライゼーション
• デジタル＆テクノロジー活用

• HCDやアブダクションなどのデザインアプロー
チや概念の理解

• デザイン／デザイナーの倫理

ビジネス
• 事業戦略の要点を理解するビジネス知識と観点
• デザインアプローチの説明伝達
• デザインプロジェクト設計 & マネジメント

リーダーシップ
（アントレプレナーシップ）

• 主体性ある関与
• ビジョンの提示
• コラボレーション／ファシリテーション

ビジネスに
求められるスキル

クリエイティブ
領域の専門性

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
構
成
の
全
体
像

アート
• アート教育を通じて獲得する視点
• 日本文化独自のクリエイティビティ

※デザインスキルに関し
ては、これら全てを習得
しなければならないとい
うわけではない

ここまでの検討をふまえて、高度デザイン人材を以下のように定義し、必要な資質をプロットした。

“デザインを基軸にしてリーダーシップを持ってビジネスの中核に立てる人材”
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高度デザイン人材の教育のための要件

１．コンセプト・方針

•実践中心の場での学び（Learning by Practice）のデザイン

•不確かな状況におけるデザイン

２．環境と場：課題のある現場でのコラボレーションとプロジェクト実践

•課題の発生している現場でのコラボレーションと実践

•教育の成果や育成したい人物像について、教育者間での明確な合意

３．教育提供を行う人や組織に求められるもの

•必要なものやリソースは組織の内外に関わらず柔軟に用いていくオープンな組織

４．教育と学習の成果をどう評価するか

•行動ベースでの評価

•「失敗」も望ましいマインドセットに基づくものであればチャレンジとして評価する

•多様なステークホルダーからの多面的な評価

高度デザイン人材育成のために必要なカリキュラムだけでなく、その教育を行う側の条件や環境についても議論を行い、下記のよ

うに議論をまとめた。
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経済産業省 平成30年度 産学連携サービス経営人材育成事業

（高度デザイン人材育成の在り方に関する調査研究）

「高度デザイン人材育成の在り方に関する調査研究報告書：概要版」

2019年3月29日

発行者：経済産業省

受託者：株式会社コンセント




